（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：防災費　目：防災総務費
	事業名　防災資機材等整備事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　危機管理部　防災課　地域支援係　電話番号：058-272-1111（内2749 ）

　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11115@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　      　8,353千円（前年度予算額：2,768千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	2,768
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,768

	要求額
	8,353
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,353

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
阪神・淡路大震災や東日本大震災の発生に続き、岐阜県においても近い将来、「超」広域にわたり甚大な被害をもたらす南海トラフ巨大地震の発生が懸念されている。

このため、不測の事態に対応できるよう、市町村で水、食料、生活必需品等の災害発生後直ちに必要となるものや災害対応用資機材を、県では市町村が整備する以外の使用頻度は低いが利便性の高い資機材や備蓄品等を整備しているところである。

これらの資機材や備蓄品の中には、購入してからかなりの年数が経過しており、一部資機材は破損、また、消耗品等にあっては有効期限が切れて災害時に有効に活用できない恐れがあるため、その更新を行うものである。
（２）事業内容

●消耗品等の更新：有効期限が切れる下記の消耗品等を補充、検査する。

1 災害対策用造水機用消毒薬

2 発煙筒（林野火災用）
3 携行型浄水器用フィルター
●資機材の更新：故障して使用ができなくなっている資機材を更新する
1 可動式動力ポンプ
　拡充

　　●資機材の更新：平成７年に購入した組立式仮設トイレの経年劣化及び、平

成２８年熊本地震の避難所に派遣された女性職員の意見を踏まえ、室内に設置しても衛生的で臭わない自動式ラップトイレを購入。
1 自動式ラップトイレ（簡易トイレ）

（３）県負担・補助率の考え方

　　　県の防災力向上のために実施すべき事業である。
（４）類似事業の有無　　　なし

３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	需用費
	2,924
	消毒薬、発煙筒、フィルター購入費（504千円）
自動式ラップトイレ付属品購入費（2,420千円）

	備品購入費
	5,429
	可動式動力ポンプ購入費（1,800千円）
自動式ラップトイレ本体購入費（3,629千円）

	合計
	8,353
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　南海トラフ巨大地震といった大規模災害発生時に、対応が困難となった市町村に対し支援をするため、緊急に必要となる物資、資機材の備蓄や調達に努める。
　これらの資機材の中には、購入してからかなりの年数が経過しており、一部資機材は破損、また消耗品等にあっては有効期限が切れて災害時に有効に活用できない恐れがあるため、順次更新を行う。



（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	消耗品（更新分）

消毒薬(5個)､発煙筒(5本)、浄水器ﾌｨﾙﾀｰ(10セット)の更新
	（H  ）
	100%
(H28)
	100%
(H29)
	100%
（H29）
	100%
(H30)
	100％


	備品（更新分）

可搬消防ポンプ(4台)

発動発電機200Ｖ(5機)
	（H  ）
	55.6%
(H28)
	66.7%
(H29)
	66.7%
（H29）
	100%
(H31)
	66.7%



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　　有効期限が切れる下記の消耗品等を補充した。
　　①災害対策用造水機用消毒薬
②発煙筒（林野火災用）

③携行型浄水器用フィルター
　　資機材の検査を実施した。

①エアーテント用空気ボンベ耐圧検査

故障して使用できなくなっている資機材を更新した。

①発動発電機

②可動式動力ポンプ


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　東日本大震災後に見直した「災害時物資支援方針（旧「岐阜県総合備蓄計画」）」に基づき、大規模災害に備えた緊急に必要となる物資、資機材の備蓄や調達に努めた。




	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	　大規模災害発生時に、調達先の被災、搬送の遅れ等で被災直後の需要が賄えないことが想定され、最小限の公共備蓄を行うことで円滑な物資等の確保につながるため、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	　大規模災害発生時に必要な防災資機材の確保を図るとともに、平成23年度は東日本大震災の被災地へ簡易トイレ等の備蓄物資を提供し支援の役割を果たした。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	資機材の備蓄場所を県広域防災センター（各務原市）と飛騨総合庁舎（高山市）に分散しており、災害時における調達の迅速性に対応している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
備蓄されている資機材は、備蓄されてから年数が経過したものがあり、災害時に有効に活用するため資機材の消耗品等の更新が必要であり、平常時から防災訓練での活用などによる動作確認や定期的なメンテナンスが求められる。
広域防災センターと飛騨地域の備蓄を優先しているが、将来的に各県事務所での分散備蓄も検討していく。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

市町村の備蓄の実態を勘案し、備蓄資機材の品目や数量の適正化を検討していく。



